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研究代表者岩井圭司
(兵庫教育大学大学院学校教育研究科)
はしがき
精神科医療の現場で泥臭くも地道な臨床医をしていた私は、突如ふりか
かった阪神・淡路大震災以降にわかに被災者支援を本務とするようになり、
地域防災計画の改善という間旗に直面した.その後、自治体行政官を辞し
て教員養成大学の教員となるに及んで、私の問題意識は防災計画と防災教
育との連携統合という方向に進んでいった。
震災以降の10年間、一部のすぐれた例外を除いては一向に改善しない
自治体(首長部局)の地域防災計画にいらだちながら、私は、各地の教育
委員会が次々と洗練された「学校防災マニュアル」類を策定し、また現場
の学校教員たちが様々な工夫をこらした安全教育・防災教育の教材を作成
するのを敬意を払って見てきた。しかし、防災計画・防災マニュアル類と、
安全教育・防災教育との連携統合は、まだまだ今後の間潜として残されて
いるように思われた。
不遜にも、その"連携統合"についての一つの「たたき台」を提示しよ
うというのが私の目論見であった。
ここにその「たたき台」を、若干の差恥と些かの自負をもってお届けす
る。
この研究を遂行するにあたり、各地の教育委員会の担当者の皆様、とく
に兵庫県教育委員会の皆様にはたいへんお世話になりました。末筆ながら、
衷心よりお礼申し上げます。ありがとうございました。
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Ⅰ.学校防災計画の現状の調査
1 ・研究目的と問溝意織
阪神・淡路大震災以後、わが国ではそれまでの防災体制の不備への反省がなされ、各自
治体を中心に防災計画の見直しと改訂が行われつつある。
現在、わが国の防災計画はその質的向上途上にあるといえるが、被災住民の視点に立っ
た記述をなし得ているもの
はまだまだ少なく、ことに被災者の精神保健に対して十分な顧慮を払ったといえる防災
計画は非常に少ないのが実状である。
教育現場においても-阪神・淡路大震災直後には公立学校が被災者避難所となったと
いうこともあり-、各学校や教育委員会が防災計画の策定に乗りだしてきている。
防災計画についてのこれまでの学術文献は、自治体ないし地域コミュニティー防災の立
場から論じられたものがほとんどであり、学校防災について論じたものはほとんどない。
特に、公立学校の校区が地域生活に肌接していると同時に行政区分の一単位でもあるとい
うわが国の特色に留意し、学校における防災教育との関連から論じたものは見当たらない。
一方、本研究代表者は、これまでに、現行防災計画の批判的検討、阪神・淡路大震災
後に避難所運営を担った公立学校教職員の精神健康についての調査と論考2)を発表してき
た。
防災教育はその災害時における実効性にとどまらず、ひろく精神保健、サイコエデュケ
ーション、さらには人権教育、道徳教育につながるパースペクテイヴを有している。
本研究では防災計画と防災教育の統合をめざして、実効ある防災計画・防災マニュアル
を同時に防災教育の教材としても活用可能なものとする方途をさぐる0
そこでまず、本研究では教委策定の防災計画(以下、学校防災計画等と呼ぶ)の現状に
ついて調査した。
<地域防災計画について>
筆者らは、本研究に着手する以前に各自治体の首長部局(知事部局、市長部局)が策定
1
見を得、また若干の提言を行った:
平成15年度(2003年度)当初における39都道府県の現行自治体計画を調査した。
その結果、現行の地域防災計画の多くは
1.記述に具体性を欠いており、規定としての実用性・実効性が低い
2.分量が大部であるために、通読性・携行性・周知性に乏しい
3.教育・訓練との関連付けが希薄である
4.自治体職員の事務分掌としての性格が強く、一般地域住民にとっての行動指針とな
り得ていない
5.自治体の事務分掌としても、平時からの防災活動が各部署の日常業務の中に位置づ
けられていない
6.精神保健への配慮が乏しい
7.精神保健を全般的被災者救援の中に位置づけることなく、ややもすると"特殊なも
の"として独立させる傾向がある
ということが判明した。
現行防災計画にもっと行動指針としての性格をもたせるようにするか、あるいは災審
時行動指針たり得る別マニュアルを策定することが急務であると考えられた。防災計画
の向上のためには全国的な"雛形"が必要であり、国および中央防災会議の精神保健領
域に対するさらなる理解リーダーシップが望まれる。
参考のため、文献2)の抜粋を「資料」として巻末に付す。
後に考察の項で、この自治体防災計画と学校防災計画等を比較検討することになる。
2.方法
兵庫県教育委員会事務局の協力を得て、全47都道府県と全13政令指定都市の教育委員
会の学校防災担当部署に質問状を送り、 「学校防災計画」および関連マニュアル類を作成し
ているかどうかをたずねた。また、同教育委員会および(財)全国市有物件災害共済会防災
専門図書館に所蔵されている学校防災計画等を検索・閲覧した。
¢^十鳳所
a.既策定自治体
調査対象全60自治体のうち、教育委員会独自の防災計画を策定していたのは18自治体
(調査対象の30%)であった(表1)。このうち、 13教委(11都道府県、 2政令指定都
市)の協力を得、その防災計画を入手した。
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表1 ・教育委員会独自の防災計画を
策定していた18自治体
16都道府県
北海道
茨城県
千葉県
東京都
山梨県
新潟県
福井県
石川県
静岡県
愛知県
些阜県
三重県
大阪府
兵庫県
徳島県
香川県
2政令指定市 川崎市
神戸市
b.名称
各教委が作成した防災計画の名称は、 『学校防災マニュアル』、 『地震の発生に備えて一
一県立学校地震対策マニュアル-』、 『学校震災対応マニュアル作成指針』、 『震災の手引
き』、 『学校の地震防災対策マニュアル』、 『大震災に備えて』、 『大地震その時学校はどう
するか』、 『学校における地震防災の手引き』 『安全管理の手引き』などであった。
C.作成時期
今回収集した防災計画の作成時期(改訂が加えられているものでは最終改訂時期)は、
1995年10月から2002年3月までの範囲であった。
d.分量
今回収集した防災計画はすべてA4版で、頁数は53～139 (平均95.2)であった。
e.精神保健領域の記載
本調査に対して回答を寄せた13教委の防災計画中、災害時精神保健ないし「心のケア」
について具体的な言及をなしているものは6教委(46.2%)あった。
その6教委では、防災計画全体に占める精神保健領域の記載量は0.4～10.0%の幅があ
った。全回答者(13教委)において防災計画全体に占める精神保健領域の記載量は、 1.4%
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であった。
f.防災教育、防災訓練についての規定
今回収集した防災計画のすべてが学校における防災教育の実践についての具体的規定を
備えていた。
しかし、避難訓練などの防災訓練についての言及を欠くものが2つ(15.4%)あった。
g.避難所についての指針
防災計画中に災害時に学校が避難所となることについての指針や規定を盛り込んでい
たのは10教委(76.9%)であった。
災害時の避難所運営に関して、公立学校やその教職員が果たすべき役割についての規定
は、表2のように分類できた。広域大災害発生時に学校が被災者避難所としての機能を担
うことについては、
13教委のうち9教委(69.2%)が条件付きで承認していたが、学校教員が避難所運営の中
心的役割を担うとしたものはなかった。
表2 ・避難所運営に果たす学校の役等
Ⅰ.学校は協力しない 0
Ⅱ.必要に応じて協力する
が、学校教育業務を優先する 9
Ⅱ.棟極的に協力する 1
Ⅳ.中心的役割を担う 0
Ⅴ.規定なし 3
計 13
h.教材との関連付け
既に述べたように、今回収集した防災計画のすべてが学校における防災教育の実践につ
いての具体的規定を備えていた。
しかし、防災計画の内容自体を教材とすべく、防災教育教材を防災計画に対応させて作
成している教委は1つにとどまった(Ⅱ章で後述)。
i.策定時期と記載内容
各教委の防災計画の記載内容を、策定時期順に並べてみたものが表3である。
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表3 ・防災計画の策定時期と記載内容
策定(初版)時期
精神保健に 訓練について 避難所につい 教材との
ついての記述 の規定 ての規定 対応付け
I県 1995年10月 + + - -
K県 1996年3月 - - + -
L市 1996年4月 - - + -
E県 1996年8月 - + + -
M市 9ー96年8月 + + - -
C県 1996年 0ー月 - + + -
D県 1997年3月 - + + -
F県 1997年3月 - + + -
B県 1997年3月 + + + -
A県 1998年2月 - + - -
H県 1998年2月 + + + -
J県 1998年3月 + + + -
G県 1998年3月 + + + +
4 ・考察と提言
表3にみられるように、後になって(最近になって)策定された学校防災計画ほど、現
実的で実効性のある内容を備えてきているように思われる。その分量は100頁弱であり、
まずまずコンパクトなものであるといえよう。
筆者らは以前に、全国の自治体の(知事部局、市長部局が作成した) 『自治体防災計画』
について調査を行ったことがある6)。それらの多くは非常に大部なものであり、事務分掌
的"縦割り行政"的なものであって、実際の災害発生時にはおろか、災事前準備に際して
も実効性を欠くとしかいえない内容のものが多い。
それに比べると(表4)、教委の学校防災マニュアルは、携行性にすぐれるとともに通
読可能な分量で実用度の高いものが多いといえる。精神保健ないし「こころのケア」 への
配慮もより多く為されている。
表4 ・地域防災計画と学校防災計画の比較
地域防災計画 学挿防蟹計極
頁数(平均) 959 95
通統、携行 こ適さない が可能
精神保健領域の記述が全
体に占める割合(%) 0.1 1.一
割練、教育についての規定 ある ほとんどない
記述要領
事務分掌的 重点主義的
総花的 topical
羅列的 visual
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また、地域防災計画の多くは、事務分掌的に羅列的な記述を延々と積み重ねたようなもの
が多いのに対して、学校防災計画は読む人が理解しやすいようにヴィジュアルな工夫を凝
らしたものが多い。
つまり、わが国の現状では、学校防災マニュアルはかなり高い水準にあるといえ、今後
は地域防災計画をはじめとする他額域の防災マニュアルが範とすべきものであるといえる。
とはいえ、これまでに教委独自の防災計画を策定し終えているのは、ほとんどが東海地
方以西の自治体であり、全国-の波及は。今後の課題である。
また、本稿でみてきたように、多くの学校防災計画は、大規模災害時には公立学校が被
災者避難所になることはやむをえないとしながらも、学校教職員は避難所運営よりも本来
の学校教育業務を優先するように求めている。これは当然のことではあるが、一方で地域
防災計画は避難所運営を学校教員が担うことをいまだに期待している。われわれはこうい
った齢齢を冷静に認識し、一つずつ解決していかねばならない。
今後はさらに、学校での授業の教材と相互にな連携をはかった防災計画の出現が望まれ
る。 「災事前準備」ということを考えるとき、明日の社会を担う世代に対する防災教育の充
実の果たすべき役割は極めて大きいものであるからである。
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Ⅱ.あたらしい防災教材の開発
1 ・研究目的と問溝意織
前章(および巻末資料)でみてきたように、わが国の防災計画(とくに自治体の地域防
災計画)は行政側の事務分掌という性格が強く、地域住民・被災者の行動指針として作成
されたものはほとんどない。
地域防災計画に比べると、教委作成の学校防災計画等は、学校教職員や児童生徒のため
の行動指針たりえているものが多かった。とはいえ、防災教育や避難訓練との連携を意図
して書かれたものはほとんどなかった。すぐれた例外として、川崎市教育委員会の作成に
よる『地震から命を守ろう! (小学校4-5-6年用)』を図1として掲げる
この川崎市教委の教材は、同市の地域防災計画および同市教委の学校防災計画の内容を
小学生に教えるための教材という性格を有しており、防災計画-防災教育のすぐれた連携
統合例であるといえる。とくに、実際の災害場面を想定させて、子どもたちにどのように
行動すべきかを「考えさせる」という形式をとっている点は高く評価できる。
しかし、強いて難を挙げるならば、災害場面の想定がやや断面的に過ぎ、まとまった一
連の災害対処行動を子どもにシミュレーションさせるような構成にはなっていない点であ
る。それは、次に図2として掲げる『大水害に備えて(小学校編)防災教育指導資料』 (栃
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木県教育委員会、 2002年)についてもいえる。
Ⅲ地しんがおこつた時
地しんは、いつ、どこでおこるかわかりません。とつぜんおった時、
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2 ・防災教材「かんがえてみよう、避難のしかた」の作成
前項の問題意識に基づいて、 「かんがえてみよう、避難のしかた」と題した防災教材(小
学校3 ・ 4年生用を想定)を作成した。
そこでは、まずはマニュアルどおりに災事前準備をし、規定どおりの避難行動をとり、
そしてそれでは対処できない場合はどのようにするか、その判断のためにはどのような技
術が必要か- ・という順番で、子どもたちに「考える」契機をあたえることを意図した。
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それでは、さつそくイメージ・トレーニング.
想像してみよう、考えてみよう。
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災害精神保健システムの構築と改善、
ことに災害時の地域住民の行動指針の策定についての研究
Constructing mental health systems and behavioral guidelines
for disaster victims.
岩井圭司
兵庫教育大学教育臨床講座教授
Abstract :
災害時、ことに大規模自然災害後にはPTSDをはじめとする様々な精神医学
的病態が出現する。本研究は、災害後の有効な精神保健活動のために、各自治体
の地域防災計画を調査し、あるべき改善に向けて提言をなすものである。
平成15年度(2003年度)当初における39都道府県の現行自治体計画を調査し
た。その結果、現行の地域防災計画の多くは
1.記述に具体性を欠いており、規定としての実用性・実効性が低い
2.分量が大部であるために、通読性・携行性・周知性に乏しい
3.教育・訓練との関連付けが希薄である
4.自治体職員の事務分掌としての性格が強く、一般地域住民にとっての行動指
針となり得ていない
5.自治体の事務分掌としても、平時からの防災活動が各部署の日常業務の中に
位置づけられていない
6.精神保健-の配慮が乏しい
7.精神保健を全般的被災者救援の中に位置づけることなく、ややもすると"特
殊なもの"として独立させる傾向がある
ということが判明した。
現行防災計画にもっと行動指針としての性格をもたせるようにするか、あるい
は災害時行動指針たり得る別マニュアルを策定することが急務であると考えられ
た。防災計画の向上のためには全国的な"雛形"が必要であり、国および中央防
災会議の精神保健領域に対するさらなる理解リーダーシップが望まれる。
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はじめに
災害時の精神保健活動のめざすところ
は、物心両面の被害こうむった人々の安全
保障感を確保することにあるのであり、そ
れは外傷後ストレス障害(PTSD)をはじめ
とする精神医学的病態の予防とケアにと
どまるものでは決してない。そして、本来
人間の安全保障感というものは、社会的シ
ステム(制度、文化、規範など)によって
規定され、支えられている。つまり、 "こ
ころのケア"が社会的な下支えをもってい
ない場合、それは一時的な慰撫にしかなり
えない。
本研究者はこの5年間、各地の自治体
(主として都道府県)が策定した「地域防
災計画」の改訂を追ってきた。 「地域防災
計画」が、まさに人間の安全保障を支える
システム(を規定するもの)であると考え
たからである。
本研究では、阪神・淡路大震災後の精神
保健活動の経験および被災者に対する調
査に基づきつつ、まずは現行の各種防災計
画の寒態をとらえる。精神保健活動につい
ての規定・記述のほか、精神保健の視点か
ら防災計画の全体構成というか"体裁"を
も問題にする。特に、現行の地域防災計画
が、どのような屏ク口で、屏に向かって静
クかげる島のであるのかを、見定めたい。
次いで、今後の都市型大災害後のPTS
Dの予防と対策、それに防災教育の視点を
取り入れながら、防災計画が災害時に超「好
繊度に脚を行脚を題辞する
ものであるためにはどのような改善が必
要かということについて提言を行う。
Ⅰ.現行自治体防災計画につい
ての調査
筆者は、 1999年(平成11年)にも同様
の調査を行っている。以下、前回調査(平
成11年年度当初における現行自治体防災
計画の調査)と今回の調査(同じく平成15
午)とを比較しつつ述べる。
虜行島治顔;助野;声的野勿戚曹
・第1回調査:30都立府県、6政令市
(最終改訂日:'95年5月-'98年6月)
.第2但MS:39都ヨlヨtlfr!l
(最碑改訂B:'98年2月-'02年5月)
1 ) r地域防災計画」の全体構成等に
ついて
①名称
大半の自治体では地域防災計画は、 「○
○県地域防災計画」という名称を与えられ、
それは「風水害対策締」と「地震対策締」
に分けられていた。
また、地域防災計画本編のほかに特定分
野に特化した防災マニュアルを策定して
いる都道府県・政令指令都市があった。具
体例を次のスライドに示す。
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I.名称
「地域防災計固」 (地震対策編) (風水害対策編)のほか
「地震対策300日アクション」 (静碑県)
「危機管理対応撮針」 (大阪肝)
* 特化したもの
・ 「障書者支繊プラン」 (大阪市). (北海道)
・ 「医療教錬計嘩」(神奈川県)
「災書線のメンタルヘルスケアマニヰアル」(静岡県)
「災容暗精神優鍵活軸の手引き」 (鹿児島県)
◇A県「生活復興マニュアル」. 「避難所衛生管確マニュアル」
◆B県「災容絶地域廉廉マ.1アル」. 「災容暗銀線着勤が什'ラ4)」
このような特化した"子マニュアル"を
複数もつ都道府県の中には、 A県のように
子マニュアル間で内容が矛盾していたり、
あるいはB県のように名称は異なれども内
容がほとんど重複するマニュアルが複数
されているような例も見られた。
②分量
次に分量(分冊、子マニュアルを含めた
総真数)であるが、平成15年(2003年)
年度当初の現行自治体防災計画を、今回協
力が得られた3 9都道府県について集計
したところ、その平均真数は1,115頁であ
った。現行の自治体防災計画の多くは、斯
くも長大なものなのである。これでは、ほ
とんどの自治体では、携行、通読すること
を想定せずに防災計画を作成していると
Ⅱ.分量
平均総真数: 959 (316-1,970): 1-5分冊
I
1.1 15 (729-1,588): 2-7分冊
Ⅲ.全体的内容構成
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言わざるを得ない。
また、今回の調査での平均頁数は、前回
調査時の959頁を上回っている。前回調査
と今回の調査では調査対象が完全に一致
しているわけではないので、請求に結論を
出すことはできないにせよ、防災計画が改
訂を重ねるなかでますます大部になって
いく傾向がうかがわれた。
③地域防災計画の構成と``語り口''
内容的には、 「災害時に行政体はこのよ
うな仕事をする」 「○○は△△局××課の
担当である」というような規定が多い。災
計画の章立てが庁内組織(部局構成)とほ
ぼ一致しているようなところもあった。災
害発生時に自治体職員や被災地住民がそ
の場で参照して行動指針にできるような
内容や体裁を備えているものはほとんど
なかった。
つまり、地域防災計画は現状では、行政
体内の事務分掌といった色彩が強いので
ある。それはそれで意義があろうが、現行
の自治体防災計画のほとんどは、地域住民
のための行動指針(ガイドライン)として
の体裁と機能を備えていないということ
もまた確かである。
しかも、地域防災計画の記述には、あま
りに総論的で冗長な"正論''が延々と続く
ものがある。いくつか例を挙げると、 「災
害による被害を最′J、限にするために、県は
ソフト面、ハード面の両面において防災体
制を強化する」 (C県) 「県は防災体制の充
実のために常に国および県下市町村と密
に連携していく」 (D県)といった類のも
のである。
これら自体はまったくの正論であるが、
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問題なのは、多くの地域防災計画がこうい
った総論-正論にとどまってしまってい
て、地域の諸条件を考慮した具体的な規定
をほとんどなしえていない点である。
本来、地域防災計画は、災害対策基本法
と国の定める基本計画とに基づいて、都道
府県-市区町村の順で、より地域社会に密
着した形で具体化されていくべき性質の
ものである。したがって、具体化を伴わな
い総論-正論が、地域防災計画中で延々と
語られているのはまことに遺憾なことと
言わねばならない。
もう一例挙げよう。 B県の「災害時保健
活動ガイドライン」 (前出)には、 「精神保
健医療対策について・・・・被害状況、救援の
必要性や内容等の情報の速やかな収集と
的確な判断を行い、精神保健活動の規模と
内容を、変化する状況に応じて常に適正な
ものに保つ必要がある。 ・・・・そのため
に、地域の精神保健活動の拠点を設置
し・・・・必要なスタッフの確保、派遣を行
う・・・・」とある。しかし、 「精神保健活動
の規模と内容」を決める際に何を指標とす
るのか、また、 「必要なスタッフ」が具体
的にどのような職種をさし、必要負数をど
のようにして見積もるのか等という具体
的な方法論は一切しめされていないので
ある。
④特に復興対策本部について
地域防災計画のなかには、たいてい災害
復興対策本部についての規定がある。災害
復興対策本部とは、災害発生直後に自治体
首長を本部長として設置され、あらゆる復
興対策・被災者援助策を集約的かつ集権的
に担うheadquarterである。
復興対策本部の意義は、大災害時、平時
の行政機構が正常に作動しない中で迅速
かつ効率的な意思決定を行うことにある。
したがって、復興対策本部が行政体内の平
時の組織と職制に依拠していたのでは自
己矛盾である。
ところが実際には、 B県(下図)のよう
に、平時の庁内組織をそのまま復興対策本
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部の構成としている自治体が多いのが実
情である。小規模災害や長期的復興対策に
あたってはそれも可であろうが、先にも述
べたように、大規模災害発生直後の被災者
救援策の機動性を考えるならば、復興対策
本部の構成は、できれば20名程度以下に
おさえて、即断即決型の意思決定機関とす
るべきであろう。
次に掲げるのは、すぐれた例外とでもい
うべき名古屋市の災害復興対策本部の構
成である。本部長(市町)以外の構成メン
バーは19名である。この程度の規模のも
のが、現実的であろう。
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2) 「地域防災計画」における精神保
健対策の記述について
Q)精神保健-の言及
実は、精神保健領域についての記載がま
ったくない地域防災計画が多い。前回調査
では、精神保健-の言及がまったく盤と地
域防災計画が調査対象全体の22% (8/36)
あったが、今回の調査ではそれが46%
(18/39)と倍増していた。記載量も、記
載のある地域防災計画中の平均で1.1%か
¥m. uLE」3%m週にH5S
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ついての言及が全くない: 8/36 -- 18/30自治体
精神保線活動についての記載量:平均1.1 - 0. 27貫
災容暗譜神保鐘活軸をことさらに
一般救績匿柵から丑よして瀧定: 12/富8 -◆ 7/21自治体
ら0.27%と1/4に減少していた。
その原因としては、精神保健についての
記載量が多かった自治体が精神保健に特
化した子マニュアルを策定した結果、地域
防災計画本編で精神保健に言及しなくな
ったということが挙げられる。そのように
して策定された災害時精神保健マニュア
ルは、総じてすぐれた内容を有するものが
多い。
しかし、別の見方をすると、災害時精神
保健対策がそのように``独立''してしまう
ことで、災害時に自治体が施行する被災者
援助全体の中における精神保健対策の位
置づけが希薄になってしまった観は否め
ない。
精神保健に特化した子マニュアルを作
った場合であっても、親マニュアル(地域
防災計画本編)の中で、精神保健対策に関
する肝要な記載が不可欠であろう。
②精神保健対策の"分離''をめぐって
精神保健対策は、それだけを"分離''し
て行えるものでは決してなく、被災者援助
の一環として行われるべき性質のもので
ある。
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特に災害被災者が、 「災害のために心傷
ついてクレージーになってしまった」とい
うレッテルを貼られることを非常に警戒
することは、アメリカの防災関係の研究者
や精神保健の専門家の間では常識となっ
ている*)。 「精神科」 「精神保健」 「こころ
のケア」と呼び方を変えてみても、事情は
本質的に変わらない。被災者に対する精神
保健的援助は、一般医療救護や様々な福祉
施策と一体化したかたちでこそ提供され
るべきものである。
しかるに、災害発生後想起の精神保健活
動をことさらに一般医療救護から独立さ
せて行おうとする傾向が、一部自治体に見
られる。前回調査時には、精神保健につい
ての言及がある地域防災計画を有する自
治体のうちでこのような"分離策"をとっ
ているところが42%(12/28)にものぼった。
今回の調査でも、まだ33%(7/21)がこのよ
うな分離策をとっていた(前掲スライド参
照)。
これは、阪神・淡路大震災後の精神保健
活動が"前例化"したものではないかと思
われる。阪神・淡路大震災発生後に展開さ
れた被災者に対する医療救護活動では、当
初から精神科領域に対する顧慮が全くな
されていなかった。このことが問題である
と気付いた被災地の精神医療関係者たち
が、半ば自然発生的に各保健所を拠点とす
る「精神科救護所」活動を始めたのである。
この活動は間もなく被災地自治体が公的
に認知し運営するところとなった。
つまり、被災者に対する精神医療・精神
保健の空自がまずあって、それを埋めるべ
く「精神科救護所」活動が、そして後に「こ
ころのケアセンター」が立ち上がったので
ある。本来望まれるのは、災害発生直後か
ら他の被災者援助策と統合的に行われる
精神保健活動であるはずである。
もちろん、災害後の精神保健活動を統括
する拠点は必要であるし、被災者の長期的
な生活再建の視点からは他の被災者援助
策が収束した後にも被災者のためのメン
タルヘルス機関が必要である。しかし、そ
ことと、災害後早期の精神保健活動を他
の救護・福祉活動と独立分離させることと
は、明確に峻別せねばならない。
③精神保健スタッフの役割
現行の自治体防災計画においては、精神
保健関連の諸職種(精神科医、精神科ソー
シャルワーカー、心理職)は、単に精神保
健活動の担い手としてしか扱われていな
い。しかし、筆者は、比較的狭義の精神保
健活動を行うほかに、次のスライドに掲げ
精神保健活動の"分離門の例
「県は、市町村保健センターの協力を得な
がら、県指針保健福祉センター及び保健
所に心の救鎌所を放置する。 」 (I県)
「精神保健福祉センターに、精神科救護セ
ンターを放置する」(Y県)
「心のケアセンターの放置を回る。 」 (S県)
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Ⅴ.精神保健スタッフの役割の位龍付け【提言】
①啓発の中心として
②全般ケアの一員として
(診対策本部の一翼として
*足でかせぐ(outreach)
*専門性をふりまわさない、柔軟性と膿応性
*トレー-ング血照賽性
るような3つの役割を担うべきであると
考えている。
第1に、限られた数の精神保健スタッフ
が多数の被災者に対して直接できること
は限られている。災害前には一次的な、災
害発生後には二次的な予防啓発活動を通
して、一般市民ないし被災者の精神健康の
向上に努めなければならない。
第2に、これも先に述べたように、精神
医療・精神保健活動は一般救護医療や他の
福祉施策と統合した形で供給されるべき
である。精神保健スタッフも他の職種や一
般のボランティアたちに混じって、被災者
に対する一般的な(非専門的な)援助業務
に携わり、そのなかで被災者の中に潜む精
神保健ニーズを見つけ出すことを心がけ
る。
たとえば、篠災証明を申請する被災者の
長蛇の列の中で、あるいは避難所の中で困
難をかかえて途方にくれている人を見つ
けたら、可能な限り直接的な非専門的援助
(申請書の書き方を教えてあげる、乳幼児
の子守を一時肩代わりする等)を与えつつ、
精神保健上の援助の余地がないかどうか
検討する。
第3に、精神保健の専門家としての視点
からありとあらゆる被災者救援業務を吟
味し、また、具体的な提言をしていかなけ
ればならない。そのためには、災害復興対
策本部には精神保健の専門家が最低1名
は加わるようにしておくことが必要であ
る。
残念ながら現状では、筆者の調べた限り
では、そのような規定を備えた地域防災計
画はなかった。一方米国では近年、災害発
生後に自治体首長を本部長(chair)として
設置される復興対策本部(救援対策センタ
ーEmergency Operating Center、 EOC)
には必ず精神保健専門職(mental health
professional)を正メンバー(full member)
として加えることが常識となっている*)。
カリフォルニア州で1989年に起きた
Loma Prietta地震の際には、被災者避難所
を男性用と女性用の避難所に分けること
になっていたのを、 EOCのメンバーであ
った精神科ソーシャルワーカーが、 「そん
なことをしたら家族が離れ離れになって
しまう。家族は互助機能の基盤である」と
一人で夜を徹して反対し、ついに覆させた
という美談が語り継がれている*)。
3)より統合的な「災害弱者」対策へ
これまで述べてきたように、被災者に対
する精神保健的援助は分離独立したもの
として供給されるべきではない。また、そ
れは予防的視点を包含したものでなけれ
ばならない。
そのためには、災害によって深刻な影響
をこうむりやすいハイリスクな被災者、い
わゆる「災害弱者」に対してケア資源を優
先的に傾斜配分する必要が出てくる。
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[現在、 「災害弱者」という用語については議論の
あるところである。ある人々を「弱者」と呼ぶこ
とに心理的抵抗が伴うのも当然であろう。しかし、
現在代替語として擾案されている「要援助者」 「要
壌硬者」という静は、筆者としては採用できない。
「要援護者だからケアが必要」というのではトー
トロジーだからである。]
本来、行政機関の提供する住民サーヴィ
スは公正平等に配分されるべきものであ
り、ときにそれは"悪平等主義"であると
いう批判を受けがちなのは周知の通りで
ある。
"悪平等"はなく、限られた資源をそれ
を必要とする人々に適切に配分すること
こそが真の「公正」であることはもちろん
だが、だからといってその場あたりの窓意
的な傾斜配分は認められない。そこで、 「災
害弱者優先策」を予め地域防災計画の中で
明文化して規定しておくことが、是非とも
必要なのである。
そのような災害弱者対策の理念を明文
化したものとして、 C県の地域防災計画の
該当部分を掲げる。
第12節 驚客親者館弊
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このような「災害弱者優先策」を明文化
している自治体は、今回の調査では前回調
査時に比べて著増していた(19%から41%
-)のは大変心強いところであるが、分布
には地域的偏在がある(後述)0
Ⅱ.考察と提言
1 )地域防災計画に欠けているもの
以上本稿では、最初に現行の自治体地域
防災計画について検討し、ついで教育委員
会の学校防災マニュアルを検討した。ここ
でその順番というか"方向"を逆転させて、
教委のマニュアルに比べて自治体防災計
画は何を欠いているのかということにつ
いてまとめておこう。
すなわち、現行の地域防災計画の多く
は;
1.妃述に具体性を欠くために、規定と
しての実用性・実効性が低い
2.分量が大部であるために、通統性・
携行性・周知性に乏しい
3.教育・訓練との関連付けが希薄であ
る
4.自治体職員の事務分掌としての性
格が強く、一般地域住民にとっての
行動指針となり得ていない
5.自治体の事務分掌としても、平時
地 域 防 災 計 画 と
学 校 防 災 計 画 の 比 較
地域防災計画 数校防頸i軒」屈
貫歎(平均) 959 95
通玩、携行 亜さち が可能
紳神保健領域の記述が全
体に占める割合(%) 0.17% 1.40%
訓練、教育についての規定 ほとんどない ある
肥述要領
事務分掌的
総花的
羅列的
ー :*戸
topical
visual
からの防災活動が各部署の日常業務
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の中に位置づけられていない
6.精神保健への配慮が乏しい
7.精神保健を全般的被災者救接の中
に位患づけることなく、ややもする
と"特殊なもの''として独立させる
傾向がある
ということができる。
2)地域防災計画の改善に向けての捷
育
今後地域防災計画の改訂について望ま
れるのは、まず何よりも"疑うことなき正
論・原則論" (-ナンセンスな正論)をそ
ぎ落として防災計画をスリム化し、具体的
な規定、たとえば数値目標を多く盛り込ん
だ中心としたより実効性のある記述にす
ることであるo
繰り返し述べてきたように、現在の地域
防災計画の多くは、記述に具体性を欠くた
めに、一般住民の行動指針(がイドライン)足り
得ないばかりか、行政職員の行動指針とも
なり得ていない。一方で、最近になって
徐々に策定されつつある各分野に特化し
た防災関連マニュアル(「災害時精神保健
マニュアル」等)は、ガイドラインとして
の体裁と内容を備えたものが多い。一例と
して、静岡県の「災害時のメンタル-ルス
ケアマニュアル」の一部を示す。
awu琵EE3閉ESIHEBl開田腰四円関mm
・、き町技法鞍だほ.息rJこ:*サ挿す--. I見境Z・!*・一・・*rr.'i∴Jt.
弼亀も出てくるので、保線曝簿とチームを磯み一身にまわると長野
療養鞠であるむ
欝避葡餅で、珊韓不安海伎撃住宅へ琳篇不尊を欝えていたÅや倦
矧を琵uI嗣田BS^BiaMiiiS四匹EH
①荷物ftけで妥静に入居していないこともあるので、翠状確密する,i
(3)散開嘩不在の場合は次のようなことで弊習の確紀がで毒せず。
軒はtUX'iTf]HEB
。t lfスJ-p-電気σり-サーのtt齢状況C色字nv.人1 17?俺監
f^msi門別問屋
・I、軍壇の珊3)、住宅の中摺ガラス・カー"7"ノ辞; o観努
蝣?蝣、穂;t為の有■ヤ乾債鞠のたまりぐあい
:tォ.i ,&T.i'j
このように"子マニュアル"に規定があ
る場合でも、 "親マニュアル"である地域
防災計画本編に関連する記述が必ず置か
れるべきであるというのが筆者の主張な
のであるが、地域防災計画というものが
"庁内事務分掌''としてすでに半ば確立し
ているのだとすると、これを変えていくの
は相当困難であるかもしれない。だとする
ならば、地域防災計画とは別に「災害時行
動指針」のようなものを今後作成していく
ということがあってもよいかもしれない。
3 )地域防災計画の作成と改訂の過程
について
先にI. 2) C参で述べた、精神保健活動
を"分離''しようとする動きも、阪神・淡
路大震災被災地自治体の防災計画のその
部分を"丸写し"したものであると考えら
れる。
また、全国の都道府県の地域防災計画を
検討してみると、隣県どおしの防災計画が
よく似ている場合が多いことに気付く。た
とえば、災害時の弱者優先策について明文
化している都道府県は中部地方～北日本
に集中している。
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また、関東地方の各県は「帰宅困難者対
策」に周到であり、中京圏の各県は自治体
間や赤十字社との連携について綿密な計
画を有している。
こういったことは、わずかながらも地域
防災計画が向上してきていることの証し
であり好ましいことであるが、裏を返せば、
地域防災計画の全国的な``雛形"がないた
めに「とにかく隣県と横並びの規定はつく
っておこう」として起こってきている現象
ではあるまいか。
今後、国と中央防災会轟のより強力なリ
ーダーシップが望まれる。
語り残したこと
地域防災計画に関しては、いくつか語り
残した問題がある。たとえば、 「救援者に
対する精神保健的援助」と「外来救援者と
現地救援者」あるいは「組織間連携」の問
題である。これらの問題については、近い
うちに新たに稿を起こすこととして、ひと
まずここは筆を措く。
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